
 

＜報道発表資料＞ 

 

令和 7 年 7 月 1 日 

京都市保健福祉局福祉のまちづくり推進室 

 

京都市くらし応援給付金（不足額給付）の支給 

 

令和６年度京都市くらし応援給付金（調整給付）の給付額に不足が生じた方等に対して給

付を行います。 

 

 

● 支給対象 

令和７年１月１日時点で京都市内に住所があり、下記(1)又は(2)に該当する方 

⑴ 調整給付（注１）の給付額に不足が生じた方（給付Ⅰ） 

令和 6 年分所得税及び定額減税（注２）の実績額等が確定したのち再算定した結果、

調整給付の給付額に不足があることが判明した方。 

※ 合計所得金額が 1,805 万円を超える方や、定額減税しきれている方は対象外です。 

＜対象となる例＞ 

・ 令和６年中に失業や転職があった場合（令和５年より所得が減少）  

・ 子どもの出生や扶養親族の増加があった場合（令和５年より所得控除等が増加） 

 ※ 上記例に該当する場合も、再算定の結果、対象とならない場合があります。 

⑵ 定額減税、低所得世帯向け給付とも対象とならなかった方（給付Ⅱ） 

本人又は扶養親族等として定額減税の対象外であり、かつ、令和 5 年度住民税非課

税世帯（7 万円）、令和 5 年度住民税均等割のみ課税世帯及び令和 6 年度に新たに住民

税非課税等となった世帯への給付の対象世帯の世帯主又は世帯員のいずれにも該当し

なかった方。 

＜対象となる例＞ 

・ 納税者の子どもと同一世帯で、合計所得金額が 48 万円を超えている非課税の親 

・ 個人事業主（納税者）の事業専従者となっている配偶者 

※ 扶養親族等の対象外となるのは、合計所得金額が 48 万円超又は事業専従者（青色・

白色）の方です。 

 

● 支給額 ⑴ （給付Ⅰ）調整給付の給付額の不足分（1 万円単位に切り上げ：注３） 

    ⑵ （給付Ⅱ）原則 4 万円（定額） 

     ※ 対象者が満たす支給要件によっては支給額が異なる場合があります。 



 

● 手続き方法 

 令和７年６月２日時点の個人住民税情報等に基づき、本市で支給要件を満たすと把握

できた方には、令和７年７月２２日（火）から順次、案内文書を発送します。 

① 「支給のお知らせ」が届いた方 

「支給のお知らせ」に印字されている受取口座（公金受取口座など）に手続き不要で振

り込みます。 

受取口座の変更又は辞退を希望する方のみ、届出が必要です（オンライン又は郵送）。 

・令和７年８月１日（金）必着 

② 「確認書」が届いた方 

 受取口座等の必要事項を記入して、提出してください（オンライン又は郵送）。 

 ・令和７年１０月３１日（金）必着 

③ 支給対象ではあるが、①又は②が届かない方 

 令和６年１月２日以降に本市に転入した方等で、本市で支給要件に該当するか確認で

きない方については申請書の提出が必要です（郵送のみ）。申請書は令和 7 年 7 月２２日

（火）以降に下記のコールセンター又はホームページから取り寄せてください。 

 ・令和７年１０月３１日（金）必着 

※ ①、②の方は、案内文書に印字している二次元コードからオンライン申請できます。 

③の方は、オンライン申請できません。 

 

 申請等の方法 申請期限（必着） 給付時期（予定） 

① 

原則不要 

(口座変更又は辞退する場合は、オ

ンライン又は郵送で届出が必要) 

令和７年 

８月１日(金) 

(届出の場合のみ) 

８月中旬 

② 
オンライン申請又は郵送で 

提出が必要 令和７年 

１０月３１日

（金） 

不備のない書類の 

受付から約１か月後 

※申請が集中した際は、

もう少しお待ちいただく

場合があります。 

③ 
申請書を入手のうえ、郵送での提出

が必要 

 

● 給付額の修正について 

支給のお知らせ又は確認書に記載の令和 6 年分所得税分の控除不足額等について相違

がある場合（直近で修正申告を行った場合等）は、令和７年１０月１５日（水）までに申

し出てください（申出方法は、案内文書を御覧ください。）。 

本市で改めて算定を行った結果は、別途、文書でお知らせします。 

なお、①支給のお知らせが届いた方が修正を申し出た場合も、一旦、記載されている支

給額を８月中旬に振り込みます（支給額減額のお申し出をいただいた場合を除きます。）。 



 

 

注１ 調整給付について 

 調整給付とは、減税前の税額が少なく、定額減税しきれないと見込まれる方に対し、定額

減税しきれないと見込まれる額を令和６年に１万円単位で給付したものです。 

 

注２ 定額減税について 

 定額減税とは、納税者及び扶養親族等１人につき、令和６年分の所得税から３万円、令和

６年度分の個人住民税所得割から１万円が減税されたものです。 

 

注３ 給付Ⅰの支給額の算出方法について 

下記「ア＋イ－ウ」（ア+イを１万円単位に切り上げ）により支給額を算出します。 

  ※ ア＋イ－ウ≦０の場合は、給付対象外です。 

ア 所得税分の所要額 

３万円×減税対象人数（※１）－ 令和６年分所得税額（定額減税前） 

イ 個人住民税所得割分の所要額 

１万円×減税対象人数（※２） － 令和６年度分個人住民税所得割額（定額減税前） 

※ 令和 6 年 1 月 1 日時点国外居住者は、個人住民税所得割分の所要額は０円 

ウ 調整給付（令和６年実施）の所要額（1 万円単位） 

 

※１ 納税義務者本人＋令和６年 12 月 31 日時点の扶養親族等（16 歳未満扶養親族含む。

国外居住者は除く。） 

※２ 納税義務者本人＋令和５年 12 月 31 日時点の扶養親族等（16 歳未満扶養親族含む。

国外居住者は除く。） 

 

＜お問合せ先＞ 

京都市くらし応援給付金（不足額給付）コールセンター 

電話：０１２０－７３３－０２２ 

受付時間：午前９時～午後６時（土日祝を除く） 

聴覚に障害のある方は、ＦＡＸ（０７５－７４１－７１３８）を御利用ください。 

 

＜京都市くらし応援給付金（不足額給付）についてのホームページ＞ 

https://www.city.kyoto.lg.jp/hokenfukushi/page/0000335953.html 

 

＜報道機関からのお問合せ先＞ 

京都市保健福祉局福祉のまちづくり推進室くらし応援給付金担当 

電話：０７５－７４１－７４９８ 

https://www.city.kyoto.lg.jp/hokenfukushi/page/0000335953.html

